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ESGの視点から考える新たな地域金融モデル

～飯田市の取組を事例として～

第4回ESG金融懇談会

2018年4月20日
飯田市長 牧野光朗

資料３



…………

…

…

…

……

……

飯 田 市 の 概 要
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Ｈ１３の経済自立度は４６％

地域産業からの波及所得

・工 業１,３９８億円
・農林業 ２４０億円

・観光業 ８２億円

計 １,７２０億円

地域住民１７万８千人の必要所得は ３,７２４億円
（地域経済活性化プログラムの対象は南信州圏域全体の住民）

公的業務からの波及所得
１,６５５億円

不足額
３４９億円

経済自立度の推移

当面目標： Ｈ３２
自立度→ ５５％
波及所得１,９００億円

H20 リーマンショック
H23 東日本大震災

・地方分権一括法施行（H12.1）
伴う三位一体改革
背景：膨大な財政赤字

国の支援が減少しても
自立できる地域づくり

南信州定住自立圏(飯田地域)の経済自立度
～地域経済活性化プログラム 目標：地域の経済自立度７０％～

最終目標：
自立度→７０％
波及所得２,４００億円
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地域全体の必要所得額

地域産業からの波及所得総額
経済自立度＝

Ｈ１５ 自立度→４３．５％
Ｈ１９ 自立度→５４．９％
Ｈ２１ 自立度→４２．２％
Ｈ２２ 自立度→４７．７％
Ｈ２３ 自立度→４５．７％
Ｈ２４ 自立度→４７．２％
Ｈ２５ 自立度→４７．６％
Ｈ２６ 自立度→４９．９％
Ｈ２７ 自立度→４８．５％
Ｈ２８ 自立度→４９．２％
Ｈ２９ 自立度→５０．４％

※H28･29は推計値

当面目標： Ｈ３２
自立度→ ５５％
波及所得１,９００億円

H20 リーマンショック
H23 東日本大震災

最終目標：
自立度→７０％
波及所得２,４００億円



今まで

○リスク最少・投資期間は短期で、
最も利潤が生ずる事業を対象。

○利潤が生じれば、利潤の源泉
が何かは深く問わない。

○事業に関係する人々の理解
の上に、長期的に安定して
存続し、安定した利潤を生む
事業を対象。
○事業活動と利潤の質が問わ
れる。

○利潤が生じさえすれば口を
挟まない。
○投資先企業はどこでも構わ
ない。

○事業活動と、自分が住む地
域の環境との、現在・将来の
関係が明確で、その視点か
ら関与できる事業が対象。

○地域全体に役立ち、事業の
恩恵が自分にも返ってくる事
業や、地域の人々に寄り添う
事業を対象とし、その地域内
で財貨が循環する。

○地域外への流出に無関心

これから

利
益
の

捉
え
方

地
域
金
融

側
の
関
与

お
金
の

流
れ

これから目指すべき地域金融のあり方
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○地域内で集めた預金が、
運用のために、その多く
が地域外へ流出

○一方、既存の枠組みでは
立上げ困難でも、地域に
役立つ事業は存在する。
（しかし、地域レベルで認
識されなかった。）

★地域のお金が地域のた
めに優先的に使われるよ
うになる新たな仕組みづ
くりが必要

★｢地域に必要な事業は何
か｣を、地域で見立てる力
が必要

ＥＳＧの評価の視点が重要に！

地域金融の現状
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Ｅ：身近な地域の環境改善に寄与
（地域の一住民としての当事者意識をもつ）

Ｓ：地域における信頼関係の醸成
（「善い地域」における人々のありようを目指す）

Ｇ：多様な主体による協働
（様々な人が関与する共創による主体的統治）

金銭的な利益以外の評価基準が重要

ＥＳＧの視点から考える地域金融の意義
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南信州いいむす21（ＥＭＳ21）の取組み

地域ぐるみ環境ISO研究会

16.12.13 設立20周年記念式典

｢点｣から｢面｣への
｢ぐるみ運動｣

EMSをＥ(いい)Ｍ(む)Ｓ(す)､ ｢いいむす｣と名付け､南信州地域で
21世紀に展開する飯田版環境マネジメントシステムを構築・運営

地域ぐるみで
ISO14001(環境ISO)を
認証取得を目指す
ボランタリーな組織

役

割

南信州宣言 ６
（ISO14001レベル）

上級 ７上級 ７

中級 14中級 14

初級 27初級 27

レ
ベ
ル
ア
ッ
プ

取組み
実施

取組み
実施

身の丈に身の丈に
合った
レベルを
選択

EＳＧスコア：★☆☆
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太陽光発電システムの設置（電力の利用）

新しいサービスとしてのコミュニティビジネス
～飯田発南信州へおひさま発電所･設置プロジェクト～

民間事業として展開されることで、市町村の枠を超えて地域全体へ広がる

南信地域に現在337箇所、計4,407kW （うち飯田市208箇所、2,955kW）（H27.10現在）

2014 2030まで 備考

売上額 3億1,000万円 ―

従業員数 11人 ―

ファンド調達実績
2005～2015（9ファンド） 16億3,280万円 ― 337箇所4407ｋＷ設置

地域経済付加価値額
基礎数値 ： 7ファンド 11億8,300万円（2005～2013）分

31億5,100万円 ※立命館大学経営学部ラウパッ
パ教授他による試算 8

EＳＧスコア：★★☆



おひさまグリッド㈱

一般住宅

太陽光発電分の余剰電力は、
売電収入となる

中部電力

中部電力由来の電気
使用分の支払い

ゼロ

おひさま 円システムのしくみ

・０円で太陽光パネルが設置される
・９年間定額を支払い、10年目以降に譲渡される

定額支払い
月々19,800円

飯田市民出資者

出資

分配

太陽光パネル設置

○飯田信用金庫
・飯田市との「地域活性化パートナー
シップ協定」に基づき、地域政策を金融
面から支援

○おひさまグリッド㈱
・飯田信用金庫からのエコファイナンス
と飯田市からの補助金により太陽光パネ
ルを設置するとともに「おひさま０円シ
ステム」を管理する。

○一般住宅
・９年間定額の料金（19,800円/月）を支
払う。
・10年目以降は譲渡され、発電分の全て
が収入となる。

政策的融資
(エコファイナンス)

住宅用太陽光
発電設備普及
事業補助金

地域活性化パートナーシップ協定
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公民館から創発するイノベーション・ダイナミズム

【地域モデル：おひさま進歩のダイナミズムを例に】

学びの土壌
○地域を学ぶ！
○当事者意識を持つ!

○飯田市にはその土壌がある！

公民館活動
○新しい可能性を感じ
○自分の意志で
○地域の役に立つ

多様な主体
との協働

行政

市民

専門家

NPO法人の設立
NPO法人南信州おひさま進歩

○思いを持った人がつながり、
協働のもと実践する

企業

電力会社の設立
おひさま進歩エネルギー(株）
○21世紀型のビジネスモデル
に成長

ダイナミズム

共創の場
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かみむら小水力発電事業

上村小水力発電事業の
特徴

通常の電気事業社による
発電の特徴

Ｅ
○地域のエネルギー自給
率の向上を目指す
（エネルギー自治）

（エネルギーの多様化の
一環）

Ｓ

○地域住民を核とした
共創・協働

○売電収益は地域に直接
還元
（地域の財貨循環）

○利益は本社へ
（地域から流出）
○市民は事業を受け入れる
のみ

Ｇ

○住民が自ら事業化
○多様な主体の協働による
支援
（国、県、市町村、金融機関、

電力会社等）

○企業による従来型の
ガバナンス

EＳＧスコア：★★★
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上村地区の概要

昭和60年
（1985年）

平成17年
（2005年）

平成30年
（2018年）

2045年
（予測）

上 村

人口 1,118人 702人 415人 108人

高齢化率 23.5％ 44.9％ 53.7％ 63％

飯田市

人口 － 108,247人 103,712人 75,282人

高齢化率 － 25.9％ 28.7％ －

「日本のチロル」と呼ばれる下栗の里

●上村地区の人口・高齢化率の推移

800年の伝統を持つ「霜月祭り」しらびそ高原から望む南アルプスの山々
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年 度 出来事 課題 関係者

平成22年度
（2010年度）

✔ 持続可能な地域を目指「上村プロ
ジェクト」を立ち上げる機運高まる

● 地域合意 ・地域住民
・飯田市

平成23年度
（2011年度）

✔ 一級河川 小沢川での小水力発電の可
性調査開始(市)

✔ 地域の住民が中心となり「上村に小
水力発電を考える会(9名)」を発足

● 地域でのキーマン
発掘

● 推進方法の検討

・まちづくり委員会
・地域住民
・各界からの有識者
・飯田市

平成24年度
（2012年度）

✔ 「上村小水力発電事業検討協議会(18
名)」の設立
→地域環境権条例策定検討
→南ドイツへの先進地視察

● 推進方法の具現化
● 関係者の知識向上
● 地域住民の機運醸成

・まちづくり委員会
・地域住民
・各界からの有識者
・飯田市

かみむら小水力発電事業の歩み①

上村に
小水力発電を
考える会

飯田市

上村まちづ
くり委員会

地域住民

有識者
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上村プロジェクトの契機

上村保育園

園児数 ３人

園児数 １人

閉園の危機

園児数 ６人

入口策

平成24年度
（2012年度）

平成25年度
（2013年度）

平成29年度
（2017年度）

✔ 地域の持続可能性を重視した政策的判断

市の支援策
年間維持費
約300万円

出口策

園児数 １人

閉園の危機

園児数 ６人

上村保育園

保育園の維持を目標に、子育て世代の定着につ
なげ、地域の維持・発展を持続可能にする。

平成25年度
（2013年度）

コミュニティビ
ジネスの起業と
収益の持続的地
域再投資

地域環境権条例
での小水力発電

平成29年度
（2017年度）
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地域環境権認定事業（太陽光発電関連）

第１号認定 メガさんぽおひさま発電所プロジェクト【51kW】

第２号認定 飯田山本おひさま広場整備事業【800kW】

第３号認定 杵原学校多目的ホール太陽光発電設備設置事業【22kW】

第４号認定 丘づくり・市民共同発電プロジェクト2014【12kW】

第５号認定 久米会館・さくら保育園久米分園太陽光発電設備設置事業【32kW】

第６号認定 龍江四区コミュニティ消防センター太陽光発電設備設置事業【16kW】

第７号認定 飯田市今田人形の館太陽光発電設備設置事業【12kW】

第８号認定 飯田市立旭ケ丘中学校太陽光発電設備【57kW】

竜 丘 地 区 ２件
山 本 地 区 ４件
龍 江 地 区 ２件
伊賀良・山本地区 １件

飯田市が条例で定めた地域環境権は、住民が公益的な利益還元を伴う再エネ事業を実施することを支援するし
くみです。現在、この地域環境権条例の認定を受け、持続的な地域づくりを目的とした再エネ活用事業に取り組
まれている事業を以下に示します。

第９号認定 花の木山本小学校太陽光発電事業【42kW】

発電事業で得た利益が様々な地域づくり事業に活用されています。

第８号認定調印式記念写真
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年 度 出来事 課題 関係者

平成25年度
（2013年度）

✔ 地域住民への説明会や意見交換
✔ 機運醸成のため、売電収益の利用検

討開始
✔ 概略設計(市)

● 事業性の確保
● 地域環境権条例で

の事業組立
● 事業体の設立

・まちづくり委員会
・地域住民
・再エネ審査会
・飯田市

平成26年度
（2014年度）

～
平成27年度
（2015年度）

✔上村小水力発電事業検討協議会作業部
会での事業化検討(計7回)

✔ 「小沢川小水力発電事業体設立準備
委員会」の設立(計7回)

● 事業体地域合意
● 事業性の確保
● 事業体の法人化
● 各種許認可の取得

・まちづくり委員会
・地域住民
・再エネ審査会
・ムトス飯田推進委員
・行政関係機関
・飯田市

かみむら小水力発電事業の歩み②

上村小水力
発電事業検討
協議会

飯田市

長野県

上村まちづ
くり委員会

ムトスいいだ
市民ファンド

地域住民

再エネ
審査会
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年 度 出来事 課題 関係者

平成28年度
（2016年度）

✔ 「かみむら小水力株式会社」の設立
✔ 法令手続きのための関係機関との事

前協議

● 事業性の確保
● 水利権取得のため

の調査
● 森林法手続き調査
● 砂防法協議

・まちづくり委員会
・業務提携会社
・再エネ審査会
・行政関係機関
・飯田市

平成29年度
（2017年度）

✔ 系統接続協議
✔ 事業実施支援体制

→地域環境権条例の認定
✔ 詳細設計の開始
✔ 河川水利使用許可協議

● 中部電力㈱との協議
● 地域環境権条例の認

定手続き
● 長野県(河川)協議
● 林野庁(国有林)協議

・まちづくり委員会
・業務提携会社
・再エネ審査会
・行政関係機関
・飯田市

かみむら小水力発電事業の歩み③

かみむら小水力㈱

飯田市

長野県

上村まちづ
くり委員会

市民ファンド

地元金融
機関

国土交通省
中部地方整備局
(天竜川上流河川事務所)

おひさま進歩
エネルギー㈱

中部電力㈱

地域小水力㈱

地域住民

再エネ
審査会

ムトスいいだ
市民ファンド
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かみむら小水力発電事業の地域環境権条例認定

平成30年３月20日に地域環境権条例第10号事業として認定されました

〈今後の予定〉

平成30年夏頃 詳細設計完了

平成30年秋頃 発電所建設工事着手

平成31年春頃 発電開始

地域住民自らが地域に賦存する自然エネルギーを活用し、小水力発電事業
により、売電で得た収益の一部を地域課題解決のために活用する
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かみむら小水力発電事業の協力体制
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○国に求められること

○自治体に求められること

○コミュニティに求められること

○地域金融に求められること

○その他多様な主体に求められること

『ＥＳＧ地域モデル』の横展開を！
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